
平成 22 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（金融庁） 

制 度 名 信託受益権の質的分割（複層化）に係る税制上の所要の措置 

税 目 所得税、法人税、相続税、贈与税、消費税 

 
金銭債権の流動化などにおいて、信託受益権が質的に分割されてい

る場合（優先劣後構造、元本収益構造）の課税関係については、税制
上、明確となっていないことから、明確化すること。 

なお、税制上の措置の内容については、信託の利用促進が図られ、
受益者等の関係者が対応可能な実効性の高いものとすること。 
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⑴ 政策目的 

平成 19 年度税制改正において、信託受益権が質的に分割されてい
る場合（優先劣後構造、元本収益構造）の課税関係については、それ
ぞれの受益者にその有する権利の内容に応じて課される（所得税法施
行令第 52 条第４項、法人税法施行令第 15 条第 4 項）旨規定されるに
とどまり、課税関係が明確になっていないことから、質的に分割され
た場合の信託受益権の課税関係を明確化することにより、信託の利用
促進を図る。 

 

⑵ 施策の必要性 

優先劣後構造等の質的に分割されている信託受益権の課税関係につ
いては、明確となっておらず、信託利用者が課税額を予め算出できな
い状態となっていないことから、緊急に明確化する必要がある。 

 

 

⑶ 要望の措置の妥当性 

 信託における受益者等課税の原則（信託財産に係る収入及び支出に
ついては、受益者が特定している場合は、その受益者が信託財産を有
しているものとみなして課税）に基づき、課税関係を明確化するもの
であり、適正であると認められる。 



政策評価体  

系における   

位 置 付 け 

施策Ⅲ―１－（１）多様な資金運用・調達機会の提供に向けた制度設
計 

政 策 の 

達成目標 

課税関係が明確化されることにより、信託利用者に安心感を与えると
ともに、信託受益権の質的分割（複層化）を伴う信託の利用の増大・
発展に寄与する。 
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の達成目標 

 
（政策の達成目標と同じ） 

当該要望項目

以外の税制上

の支援措置 

 
なし 

予算上の措置
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なし 
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政 策 の  

達成状況 

 
 
新設要望のため、該当せず 
 
 

租税特別措置

の適用実績 

 
 
新設要望のため、該当せず 
 
 

租税特別措置

による政策 

の達成目標の 

実現状況等 

 
 
新設要望のため、該当せず 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
新設要望のため、該当せず 
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新設要望のため、該当せず 
 
 
 
 



これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
なし 
 

 


